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研究成果の概要（和文）：本研究では公的医療における費用対効果評価の活用に関連し、費用対効果の閾値に関
する理論・実証研究を行った。第一に、低中所得国において科学的根拠に乏しい閾値が運用されている事実を踏
まえて、医療予算配分の機会費用に基づく閾値の設定と、これに関する政策策定についてのガイダンスを取りま
とめた。第二に、日本における医療支出の健康機会費用の推定のため、診療報酬請求データと人口動態統計デー
タの取りまとめを行い、医療支出と死亡率との関係に関する推定を行った。第三に、ブータンにおいて中央政府
による公的医療機関への予算配分と各医療機関が管理する疾病状況および各村の死亡統計を整理し、健康機会費
用の分析を進めた。

研究成果の概要（英文）：In this project we conducted theoretical and empirical investigations of 
cost effectiveness thresholds to inform efficient allocation of collected resources in health care. 
First, we conducted an analysis of evidence-informed determination of a cost effectiveness threshold
 in low- and middle-income countries, where their thresholds have not typically been based on 
scientific evidence. We also offered a guidance of implementation of a cost effectiveness threshold 
to achieve efficient allocation of resources. Second, we collected and analyzed the national health 
insurance claims data and the national vital statistics in Japan to investigate the relationship 
between health care expenditure and all-cause and cause-specific mortality, to quantify the health 
opportunity cost in the Japanese health system. Third, we collected and analyzed public budget 
allocation data for health facilities and the prevalence of diseases and deaths at each primary 
health care facility in Bhutan. 

研究分野：医療経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本をはじめとするアジア諸国では高齢化や医療の高度化によって医療費の増大が懸念されており、限られた医
療資源の効率的な使用は急務である。費用対効果を重視した医療技術評価による資源配分は国際的な主流になり
つつあるが、本研究では「何をもって費用対効果に優れると見做すか」という根本的な問いに対する実証研究を
行った。その成果は論文として公表された他、関連学会等での発表を通じて普及された。本研究を通じて、タイ
政府、ブータン政府、セネガル政府と協働して新たな関連研究が遂行されており、政策的関心と学術的な継続性
の高い研究プログラムになったと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
急速な高齢化、医療機器や薬剤の高度化・高額化などを背景に今後も医療費の上昇が予想される
中、公的医療財政の持続可能性が危ぶまれている。従来、日本の医療サービスの公定価格である
診療報酬は、安全性や効果に基づき算定されてきた。その一方で国外では、英国医療技術評価機
構（NICE）をはじめとして、安全性と効果に加えて費用も考慮しながら医療制度運営を行う仕
組みがある。医療サービスの費用と効果の両面のデータを用い、単位当たり追加効果を得るため
に必要となる追加費用を算出するのが費用効果分析である。近年、日本でも「費用対効果」に拠
る医療制度運営の必要が広く認められるようになり、平成 30 年度の診療報酬改定を機に、一部
のサービスに対して費用効果分析を行い、その結果を公定価格に反映させることが決まった。し
かし、費用効果分析の結果の判断基準、すなわち「費用対効果に優れる公定価格とは何か」につ
いて試行錯誤の途中である。また、この問題は高齢化が進み皆保険を持つ先進国特有のものでは
ない。低中所得国における医療財政は日本よりさらに逼迫しており、どの医療サービスに対して
優先的に保険適用すべきか、またいくらの公定価格を付けるべきか、という決定的な問いに対す
る科学的な答えは提唱されておらず、政策決定者は深刻な不確実性のもとでの意思決定を強い
られている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、費用対効果の判断基準、すなわち「費用対効果の閾値」を客観的なデータを用いて
定量化することを目的とする。従って、特定の医療サービスの費用効果分析は行わない。何を基
準に「費用対効果に優れる」とすべきか。経済学の答えは、その医療サービスへの予算投入の機
会費用によって判断すべき、ということである。ある医療サービスへの公的予算投入が費用対効
果の観点から正当化できるのは、同額の予算を別の医療に投入した場合と比べて、国民全体でよ
り大きな健康改善が望める場合である。すなわち、予算投入の健康機会費用の値が、その費用対
効果の閾値である。本研究では、医療資源配分の費用対効果を高めるために必要なデータや方法
論、特定の疾患グループにおける費用対効果の検討を行うことも研究目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
国際データを使った分析 
世界銀行等が公開している国別の公的医療費や死亡率等に関するデータを収集し、公的医療支
出の増大が死亡率に与える効果の推定を行い、これをもって世界レベルでの医療システムの限
界生産性とし、費用対効果の閾値に関する基礎資料とする分析をおこなった。主に二件の先行研
究をもとにモデルを構築し、さらにそれらの長所を合わせた独自モデルを構築し、それぞれのモ
デルに基づき推定を行った。いずれの分析でも操作変数法による因果推論を行った。 
 
日本のデータを使った分析 



公的医療保険における保険者（組合健保、協会けんぽ、国保等）毎の、保険業務運営上収集され
たレセプトデータを中心とした分析を行った。ただし、レセプトデータに基づく医療費情報は個
人の健康状態（死亡含む）と結び付けることができない。そこで、厚生労働省の人口動態統計か
ら市町村別の疾病別死亡率等を健康状態変数として利用した。両者のデータを連結させるため、
医療費情報を市町村レベルまで集計し、医療費と死亡率に関するパネルデータを構築した。市町
村別の政策上の変動や地域の特徴などを操作変数とし、さらに市町村固定効果をコントロール
した上で、医療費が死亡率に与える効果を予備的に行った。 
 
ブータンのデータを使った分析 
ブータンでは税を原資として全国民に無料で医療が提供されている。すべての医療が公立医療
機関で提供され、予算配分は保健省が行っている。中でも国民全体に対して常時アクセスが保障
される必須医薬品のリストの更新に費用対効果評価が用いられている。一次医療圏（村）ごとの
死亡・疾病発生状況と、全ての医療機関への予算配分等のデータを収集・整理する。ブータンの
必須医薬品への予算配分は Bhutan Health Trust Fund（BHTF）という政府系投資ファンドの運
用成果から拠出されることになっており、従ってその予算額は国際資本市場から外生的な影響
を受ける。さらに BHTF は 2018 年から国家公務員の月収の 1％を実質強制的に徴収することで
必須医薬品の予算の不足を補うようになった（公務員以外の雇用者等は徴収の対象外）。これら
の準実験的な医療予算のばらつきを利用して健康機会費用を推定した。 
 
低中所得国での費用対効果による効率的な資源配分 
低中所得国では費用対効果評価による医療資源配分が進められているが、多くの国では費用対
効果の基準となる閾値が科学的根拠をもとに設定されておらず、多くの場合は国民の一人当た
り総生産に基づく配分が行われている。低中所得国全体における費用対効果の実施や閾値の設
定に関する論点を取りまとめガイドラインを作成した。 
 
また、全世界で罹患者が増え続け深刻化している非感染性疾患に関して、その予防介入に関する
費用対効果について、世界保健機関によって推奨された所謂 Best Buys について批判的に検討を
行った。 
 
４．研究成果 
 
（１）およそ１５０カ国のデータを使って公的医療費の変化と死亡率の変化の関係について分
析した。とくに、公的医療費の増大が死亡率を減らすか否かについての因果推論を行った。その
結果、いくつかのモデルでは公的医療費によって死亡率が減少することが示されたが、その結果
はモデル選択や推定アプローチによって大きく異なることが分かり、国別データによる分析の
外部妥当性の低さが指摘された。特に、操作変数と内生変数（公的医療費）との関連が小さくな
る傾向にあり、因果関係の立証という点において大きな困難があった。[1] 
 
（２）国民健康保険組合の市町村別医療費データと人口動態調査における年齢・性別で分けた市
町村別死亡率のデータを取りまとめた。市町村の固定効果を制御した上で、ワクチン接種等の各
市町村固有の医療支出や、年齢構造の違いによる自己負担率等の変動を操作変数として、医療支
出が死亡率に与える効果の推定を行った。一方、国民健康保険の医療費データには高齢者等の一



部国民しか含まれず、特に企業等の健保組合が所管する公的医療費が補足できないため、この推
定は国全体の医療システムの限界生産性を表さない。そのため、本件研究による推定は予備的な
数値に留まり、より詳細な分析を後続研究において行うことになった。 
 
（３）ブータンにおいて内務省、財務省、保健省より医療に関連する予算額のデータを過去１０
年分にわたって収集し、データの整理と分析を行った。主に内務省が保管する過去 10 年の一次
医療圏（村）ごとの死亡・疾病発生状況や、保健省のHealth Information and Service Centers と
財務省が管理する全ての医療機関への予算配分等のデータを収集・整理した。新型コロナウィル
ス感染症の影響により、現地におけるデータ整理等の作業が大幅に遅れた。分析では、先行研究
に倣って、予算配分における調整プロセスに係る変数を操作変数として、医療予算と一次医療圏
レベルでの死亡率に関する予備的分析を行った。 
 
（４）国際データに基づく医療予算と死亡率に関する関係を分析した先行研究と、死亡率とQOL
に関する先行研究のデータを用いて、個別国ごとの費用対効果の閾値を予測した。従来は多くの
国でひとり当たりGDP を閾値とした医療資源配分が行われてきたが、ほとんど全ての国で閾値
はそれよりも低い値を取る可能性が示された。すなわち、現行の費用対効果の閾値は高すぎる、
つまり本来は費用対効果に優れない医療技術が公的に給付されている可能性が高いことが分か
った。[2] 
 
（５）非感染性疾患に着目して、世界保健機関が推奨する Best Buys リストを批判的に検討し、
ほとんどの国では自国の費用対効果のエビデンスに基づいて関連政策が実施されていないこと
が示された。また、費用対効果のエビデンスは、それぞれの国の医療制度、文化、政治等に大き
く影響を受けることが示された。したがって、ある国で費用対効果の高い生活習慣病対策政策が
あったとしても、それを別の国の政策にそのまま活用することができないことが強調された。
[3,4] 
 
（６）費用効果分析に活用するデータに関連して、所謂リアルワールドデータやリアルワールド
エビデンスの利活用に関する政策の実態調査を行った。アジア大洋州におけるリアルワールド
データ（患者登録データやレセプトデータなど）がどの程度収集されているか、また医療技術評
価についてどう活用されているかについて専門家や政策担当者から情報収集し、取りまとめた。
その結果、アジアにおいては欧米先進国と比べておおよそリアルワールドデータの利用が遅れ
ていることが分かった。特に日本はアジア諸国と比べても利活用が遅れていることが分かった。
[5-7] 
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